
第２章 仮説の検定Ⅰ

１ 帰無仮説と対立仮説

日本の雇用慣行の中でも年功賃金制度は、その

特徴の一つとして有名である。年功賃金制度は簡

単にいうとある一定の年齢までは年齢と共に賃金

が上昇するということを指している。言い換えれ

ば年齢が賃金に影響していることを仮定している

ものと言えよう。実際５０歳半ば前後まで賃金が上

昇し、５０代後半以降から賃金が低下するという労

働市場に関するグラフを、読者は見られたことが

あるだろう。多くのケースで賃金と年齢が関係し

ているというような推測（conjecture）を仮説（Hy-

pothesis）といい、それを統計的に確かめること

を仮説の検定（Hypothesis Testing）という。た

とえば以下のようなモデルを考えたとする（なお

本章でも仮定A．１からA．５は充たされているもの

とする１））。

yi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋…＋bjxji＋

…＋bkxki＋ei ２．１）

xjiがyiに影響していないならば、bj＝０である。

逆にxjiがyiに影響しているならばbj≠０である。

bj＝０が何％の確率で発生するかを確かめようと

いうのが仮説の検定である。検定したい仮説を帰

無仮説（null hypothesis）といい、帰無仮説と論

理的に対立し相容れない仮説を対立仮説（alterna-

tive hypothesis）という（帰無仮説をH０、対立仮

説をH１で表すことが多い）。したがって帰無仮説

が間違いとされたときは対立仮説が採択される。

この例では、帰無仮説と対立仮説は

H０：bj＝０

H１：bj≠０

のように表記する。

帰無仮説は検定したい仮説であるが、我々はこ

のモデルでxjiはyiに影響しているということを主

張したい（だからモデルに必要な変数としてxjiが

加えられている）。言い換えればbj＝０を否定し

たいと考えている。そこで多くの場合否定したい

仮説（無かったことに帰着させたい）を帰無仮説

に選ぶことになる。前回の章でt検定を紹介した

が、t検定は計量分析で最も頻繁に行われる仮説

の検定である。前回の例で消費は所得の関数であ

るというとき

yearconsi＝a＋b＊disposali＋ei

のモデルでb≠０と主張したいのだから、b＝０

を否定したかったのである。
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シリーズ

１）Ａ．１ 誤差項の期待値は０である。E（ei）＝０ for all i
Ａ．２ 誤差項の分散は一定である。Var（ei）＝E（ei２）＝σ２ for all i
Ａ．３ 誤差項間に系列相関はない。E（eiej）＝Cov（ei,ej）＝０ for all i≠j
Ａ．４ 誤差項は正規分布（normal distibution）に従う。
Ａ．５ 説明変数はある特定の値を取る非確率変数である。
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２ 有意水準と棄却域

（有意水準）

b＝０であれば、観測された b^より大きい推定

値の絶対値がどの程度の確率（％）で発生するか

ということが問題となる。

b＝０であれば、観測された b^より大きい推定

値の絶対値が５％の確率で発生するとき有意水準

（significance level）は５％であるという。１％

の確率で発生するときは有意水準は１％、あるい

は１０％の確率で発生するときは有意水準は１０％で

あるという。この発生する確率をp値 （p―value）

という。EviewsはOLSの推計の場合このp値を自

動的に出力する。ある特定の１変数の値が、b＝

０であるかどうかはt分布をもとにした検定で行

う。このt値のように検定に必要な統計量を検定

統計量（test statistic）という。またある有意水

準を定めたときそれに対応する統計量を臨界値

（critical value）という。

A．１～A．５の仮定が充たされているとき、２．１）

式のOLS推定量bjを用いると b^jと真の値bjとの差

を測るt値は

t＝
b^j－bj
se（ b^j）

２．２ａ）

で計算された。これが自由度（n－（k＋１））のt

分布に従う。なおnは２．１）式の標本数、k＋１は

２．１）式の係数の数である。真の値が０であると

すると、

t＝
b^j

se（ b^j）
２．２ｂ）

を自由度（n－（k＋１））のt検定を行うことにな

る。２．２ｂ）式を利用し、 b^jが０と異なるかどう

かを検定する。

H０：bj＝０の帰無仮説が正しい場合も b^jは線形

不偏推定量であるから、 b^jは０に近く、 b^jと比

べてse（ b^j）は大きくなるのでt値も０に近くなる。

H１：bj≠０の対立仮説が正しければ、 b^jは０から

離れ、 b^jに比べてse（ b^j）は小さくなるので、t値

は０から離れるであろう。ある有意水準を定めた

場合、｜t値｜＞臨界値であればH０：b＝０という

ことは、有意水準以下の確率でしか発生しないこ

とになる。このときはH１：b≠０と考えることが

できそうである。

たとえば前回の消費関数では

yearcons＝２５３．２４２７＋０．１６４２＊disposal＋ e^

２．３）

（１３．４３４）（７．３１５） （ ）内はt値

［０．００００］［０．００００］［ ］内はp値

（１８．８５０）（０．０２２４）（ ）内は標

準偏差

という結果が得られていた。自由度１２１（サンプ

ルは１２３、推定される係数は定数項と説明変数の

２個である）の有意水準５％のt値は１．９８である

（したがってこの場合は１．９８が臨界値ということ

になる）。ここで７．３１＞１．９８であるから、b＝０

ということは５％以下の確率でしか発生しないこ

とが分かる。この様な場合その説明変数は５％水

準で統計的に有意（statistically significant）、あ

るいは５％水準で有意に０と異なる（significantly

different from０）という。disposalのp値がb＝０

かどうかを判断するための検定統計量である。

disposalのp値は０．０００であるからb＝０というこ

とは千回に１回も起きないということが分かる。

推計された b^が０以外のある特定の値と有意に

異なるかどうかも２．２ａ）式により検定を行うこ

とが可能である。たとえば b^が０．３と異なるかど

うかを見るためには、２．３）式の例では（H０：b

＝０．３ H１：b≠０．３）

t＝
０．１６４２－０．３００
０．０２２４

＝－６．０５である。 ２．４）

自由度はb＝０のケースと同じなので５％の有意

水準で検定すると適切な臨界値は１．９８となる。

｜－６．０５｜＞１．９８であるから、５％有意水準で b^
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は０．３と有意に異ることになる（この問題につい

ては区間推定で後述する）。したがってH０：b＝

０．３は棄却される２）。

（棄却域）

ところで我々は検定を行う際はあらかじめ何％

の有意水準で判断するかを定める。例えば５％を

有意水準と定めた場合、H０：b＝０が否定できる

とき、その否定できる５％に入る領域を棄却域

（rejection region）という。このケースではdis-

posalの係数が棄却域に入る確率は万に一つとい

うことになる。臨界値、有意水準と棄却域の関係

を図示したものが図２．１である。

帰無仮説の｜t値｜＞臨界値であれば、帰無仮説

を誤りと判断しその仮説を棄却する（reject）と

いう。｜t値｜≦臨界値であれば、帰無仮説を積極

的に否定する根拠がない（その仮説が間違ってい

るという根拠はない）という意味で帰無仮説は棄

却されない（not to reject）、あるいは仮説を受

容する（accept）という。すなわち仮説を棄却す

るということは、それを間違いと判断することで

ある。他方仮説を棄却できないということは、必

ずしもそれが間違いとは言えないという意味であ

り、その仮説を積極的に正しいと認めているわけ

ではない。その意味で「棄却する」というのは「棄

却できない」ということより強い概念である。

３ 片側検定と両側検定

H０：b＝０という帰無仮説に対する対立仮説を

考える場合、それと論理的に対立する仮説として

は、H１：b≠０の他にH１：b＞０とH１：b＜０があ

る。経済理論で消費は所得の関数であると言うと

き、消費の限界性向は正であると考えている。逆

に金利が上昇すれば住宅投資は減少するというと

きは、住宅投資は金利の減少関数であると考えて

いることになる。このように理論的にある説明変

数の係数の符号が正（または負）と予想されるこ

とがある。その場合は対立仮説としてはH１：b＞

０（符号条件が正と予想されるとき）、あるいは

H１：b＜０（符号条件が負と予想されるとき）を

考えてやればよい。

その棄却域はH１：b＞０であれば上側、H１：b

＜０であれば下側を用いて行う。なぜならばb＞

０（b＜０）が正しいとすれば、bは正（負）で

０から離れ、t値も同一のはずだからである。棄

却域の片方を用いて検定する場合を片側検定

（one sided test, one―tailed test）という。棄却

域の上側と下側の双方を同時に用いる検定を両側

検定（two sided test, two―tailed test）という。

H１：b≠０の対立仮説は、b＞０とb＜０の二つの

概念を包含するから両側検定を行うことになる。

図２．１ 臨界値、有意水準、棄却域

２）帰無仮説が正しければ、（０．１６４２－０．３０）の値は有意に０と異ならないはずである。
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たとえば正が予想される場合の有意水準５％の

棄却域は図２．２で示される。

先の消費関数の例に戻ろう。帰無仮説はH０：b

＝０、対立仮説はH１：b＞０である。t値の導出は

前と同様である。有意水準を５％と定めた場合、

棄却域は上側のみを見てやればよい。t分布の自

由度１２１の上側５％有意水準は１．６６である。７．３１

＞１．６６であるからH０：b＝０は棄却され、b＞０

という対立仮説が採択される。なおt分布は左右

対称であるからp値は両側検定の１／２となる

（Eviewsで表示されるp値は両側検定を行ったと

きのp値が表示される。それを１／２倍してやれ

ばよい）。

４ 第１種の誤りと第２種の誤り

帰無仮説は真か偽のいずれかである。また検定

の結果は棄却するか棄却しない（受容する）かの

いずれかである。我々が行う検定は、正しい場合

もあれば誤ることもある。正しいケースは

�１ 帰無仮説が真、検定結果は仮説を棄却しな

い（受容する）。

�２ 帰無仮説が偽、検定結果は仮説を棄却する。

である。誤るケースは次の通りである。

�３ 帰無仮説が真、検定結果は仮説を棄却する。

�４ 帰無仮説が偽、検定結果は仮説を棄却しな

い（受容する）。

�３のケースを第１種の誤り（type I error）と

いい、�４のケースの誤りを第２種の誤り（type II

error）という。これをまとめると以下のようで

ある。

第１種の誤りを起こす確率は有意水準に等しい。

したがって第１種の誤りを起こす確率を低くしよ

うと考えるならば、有意水準をたとえば５％から

１％に変更してやればよい。t値は

t＝
b^

se（ b^）
である。先の消費関数の例（両側検定）

で有意水準５％に対応する臨界値は１．９８、有意水

準１％に対応する臨界値は２．６２である。 b^＞１．９８

se（ b^）または b^＜－１．９８se（ b^）であれば５％水準

で帰無仮説H０：b＝０を棄却する（－１．９８se（ b^）

＜ b^＜１．９８se（ b^）であれば帰無仮説を受容する）。

１％水準では b^＞２．６２se（ b^）または b^＜－２．６２se

（ b^）であれば帰無仮説を棄却する（－２．６２se（ b^）

＜ b^＜２．６２se（ b^）であれば受容する）。

仮に真の値がb＞０であったとする。その分布

は次のように描かれる。有意水準を５％から１％

に変更するとH０：b＝０の帰無仮説を受容してし

まう確率（第２種の誤りを起こす確率）が高くな

る。つまり第１種の誤りを起こす確率を低下させ

ると、第２種の誤りを起こす確率が高くなる。こ

れから第一種の誤りを起こす確率と第二種の誤り

図２．２ 片側検定の臨界値、有意水準、棄却域
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を起こす確率は、いずれか一方を低くしようとす

ると他方が高くなるトレードオフの関係に立つこ

とが分かる（図２．３．１参照）。

そこで通常検定を行う場合には、第１種の誤り

を起こす確率を一定として第２種の誤りを起こす

確率を低くするようにする。このとき

１－p（第２種の誤りの確率） ２．４）

を検出力（power of test）という（図２．３．２参照）。

５ 点推定と区間推定、点予測と区間予測

５．１ 点推定と区間推定

今までの議論では主にあるパラメータの平均値

を求めてきた。この様にあるパラメータにについ

て一つの値を求める推計を点推定（point esti-

mate）という。しかし推定量（あるいは推定値）

は、確率変数であるから、幅を持って考えること

もできる３）。このようにある一定の確率でパラ

メータがどの範囲に存在するかを推計することを、

区間推定（interval estimate）という。つまり区

間推定は、得られた推定値がある確率（例えば

９５％）で最大最小でどの値をとるのかということ

である。それは一般的に次のように求められる。

y^ i＝ a^ ＋ b^１x１i＋ e^ i ２．５）

が得られたとする。

ある確率を定める。この定めた確率を信頼度

（level of confidence）、あるいは信頼係数という。

このとき２．２a）の結果を利用すると信頼度（例え

ば９５％）にパラメータが入る区間は

P（（ b^－b）±tc＊se（ b^））＝０．９５ ２．６）

tcは、（１－信頼度）すなわち有意水準に対応

するt値の臨界値。

２．６）式のカッコ内を書き直すと

b^－tc＊se（ b^）＜b＜ b^＋tc＊se（ b^） ２．７）

となる。この区間が信頼区間（confidence inter-

val）である。先の消費関数例ではbの９５％の信頼

区間が０．１２０＜b＜０．２０９となることを読者は確か

められたい（先に我々はdisposalの点推定で得ら

れた値０．１６が０．３０と５％水準で有意異なることを

見た。これはdisposalの係数の推定値が信頼度

９５％（５％の有意水準）の信頼区間に０．３０を含ん

でいない例である。０．２０９＜０．３０を考えれば容易

に理解できよう）。

図２．３．１ type Ⅰ error と type Ⅱ error

３）連続確率変数がある特定の一点をとる確率は０である。

図２．３．２ 検出力
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５．２ 点予測と区間予測

yi＝a＋b１x１i＋eiを推計し、その結果次の予測が

得られたとする。

y^ i＝ a^ ＋ b^１x１i ２．８）

これはaやb１の求められた点推定値（平均値）

をそのまま利用して、被説明変数の動きを予測し

ようというものである。これを点予測（point pre-

diction）という。点推定（平均値）を用いた予測

であるから、平均での予測ということができる。

xiの値がx０のときy０のモデルがy０＝a＋b１x１o＋e０

とし、y０の予測値を y^０とすると、予測誤差は

e^０＝ y^０－y０＝（ a^ －a）＋（ b^１－b１）x１０－e０ ２．９）

となる。e０は標準的仮定を充たすとする。また仮

定によりaとb１は不偏推定量であるからE［（a－ a^ ）

＋（ b^１－b１）x１０］は０となる。したがって２．９）式

の期待値は０となるので、 y^０はy０の不偏予測推

定量である。

予測誤差の分散は

V（ y^０－y０）＝σ２［１＋１n＋
（x１０－x１）２

Σ（x１i－x１）２］２．１０）
で得ることができる。σ２の不偏推定量s２で置き換

えると

V^（ y^０－y０）＝s２［１＋１n＋
（x１０－x１）２

Σ（x１i－x１）２］ ２．１１）
となる。その平方根が√V^（ y^０－y０）で予測の標

準誤差（standard error of forecast）である。こ

れを仮にse（f）と書こう。

（ y^０－y０）
se（ f^ ）

２．１２）

は自由度n－２のt分布に従う（この例では推定の

ために利用した標本数がnで、推定される係数は

２個である）。

これから区間推定の場合と同様に信頼度を設定

して、その範囲内で予測がどの程度の幅を持つか

図２．４ 予測値と信頼区間

７２郵政研究所月報 １９９９．５



という予測の信頼区間を設定できる。この様にし

て得られた予測を区間予測（interval prediction）

という。

P（ y^０－tcse（f）≦y０≦ y^０＋tcse（f））＝A ２．１３）

ここでtcは求めようとする信頼度の臨界値、A

は信頼度となる。予測の９５％の信頼区間を正確に

計算するためにtcを調べる必要があるが、標本数

（n）が十分に大きいときは、tcは２前後となる。

消費関数の信頼度±２標準偏差での信頼区間を掲

げておく。そのプログラムは以下の通りである

（’で始まる行はEviewsでは注釈行で、その行の

作業は行わない。プログラムの解説に便利であ

る）。

equation eq１_１．ls yearcons c disposal

’予測値をyc_hat、その標準誤差をyc_seとする

（_hat, _seはEviewsの予測値と予測標準誤差を

表す既定の表現方法）

eq１_１．fit yc_hat yc_se

’±σを求める。

genr ycup＝yc_hat＋２＊yc_se

genr yclow＝yc_hat－２＊yc_se

’予測値と±２σの信頼区間を図示する

plot yc_hat ycup yclow

６ 多重共線関係

モデルが複数の説明変数を含む場合、多重共線

関係（multicollinearity）といわれる困難な問題

を生じることがある。たとえば

yi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋ei ２．１４）

x２i＝dx１ ２．１５）

のようにx２iとx１iが線形従属である（完全に相関し

ている）としよう。２．１４）式を２．１５）式に代入す

ると

yi＝a＋b１x１i＋b２（dx１i）＋ei

＝a＋（b１＋b２d）x１i＋ei ２．１６）

となりb１とb２を推計することはできない（第１章

で多重回帰の係数を求めた１．３５）式の分母S１１S２２

－S１２２＝０となることから容易に確かめることが

できる４）。この場合を完全な多重共線関係（per-

fect multicollinearity）という）。このように説明

変数間に完全に相関があるのは希であろうが、相

関が高い場合も類似の問題が起こりうる。多重共

線関係が存在する時以下のような問題が生じる。

�１ サンプルを増減すると推定値が大きく変化

する。

�２ 説明変数を入れ替えると推定値が大きく異

なる（時には正負の符号が逆転することがあ

る）。

�３ 推定値の分散（標準誤差）が大きくなり、

本来統計的に有意な変数を非有意と誤ること

がある。

このために多重共線関係にあるときは、その多

重共線関係にある各説明変数の影響を個別には捉

えることができなくなる（多重共線関係にないそ

の他の説明変数は影響を受けない）。

さらに多重共線関係は説明変数間の相関が高く

ない場合にも起こりうる。

より一般的に、yi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋…＋bkxki＋

ei、のケースでj番目のパラメータの分散V（bj）

を考える。σ２を誤差項の分散、Sjj＝Σi（xji－xj）

（xji－xj）、Rjj２をxjiを他の全ての説明変数に回帰し

たときのR２とする。以下の結果を得る。

V（ b^j）＝
σ２

Sjj（１－Rjj２）
２．１７）

これから b^jの分散はσ２が大きいほど、Sjjが小

さいほど、またRjj２が高いほど大きくなることが分

かる。したがってたとえ説明変数間の相関が低く

とも、σ２やSjjの値によっては推定された分散は

４）多重回帰の前提としてS１１S２２―S１２２≠０、あるいは完全な多重共線関係のないことを仮定する研究者もいる。
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大きくなり、多重共線関係は起こりうる（多重共

線関係が起きたと判断したときEviewsは、“Near

singular matrix”というエラーメッセージを出

す）。

多重共線関係の尺度としていくつかの指標が提

案されているが、一致した見解は得られていない

のが実状である。また多重共線関係問題の解決に

は、（可能であれば）サンプルを増やすこと（Sjj

が大きくなる）、あるいは不必要な変数を落とす

ことなど様々な案が出されているが、決め手はな

いのが現状である。

（どのように報告するか）

しかしRule of Thumbとして次のように報告す

ることは有益である。x１とx２が多重共線関係にあ

るとしても，その全ての説明変数を含む推計、多

重共線関係にある（と疑われる）各１個の変数を

落とした推計を報告することである。この例を後

ほど実際に見てみることにする。また多重共線関

係にあるときも、点予測については全ての説明変

数を含む回帰の場合、多重共線関係の影響は受け

ないので、点予測に用いることはできることが知

られている。

たとえば金融資産を入れた消費関数についてみ

よう。disposal、money、numberの相関係数を

求めよう。そのためのコマンドは次の通りである。

cor（p）disposal money number

そうするとdisposalとmoneyの相関係数は０．４３で

あり、それほど高いわけではないということを読

者は確認されたい５）。

次に前章のequation１_３からdisposalを除いて

推計してみよう。

equation eq１_４ .ls yearcons c number money

この結果は表２．１に示すとおりである。money

の係数は０．０２となり、t値は４．０１、p値は０．０００１と

変わる。金融資産は１％水準でも有意に正の影響

を消費に与えている。このケースはdisposalと

moneyで多重共線関係が起きていた可能性がある

ことを示唆している（断言はできないが）。

この様に多重共線関係が疑われるとき、個々の

説明変数の影響が明確でなくなるので、我々は判

断に迷うことが多い。しかしRule of Thumbに従

い、このケースでは次の３通りを報告することが

表２．１ 金融資産を入れ所得を除いた推計例

Dependent Variable: YEARCONS

Method: Least Squares

Sample: １ １２３

Included observations １２３

Variable Coefficient Std. Error t–Statistic Prob.

C

NUMBER

MONEY

２０７．２８４５

４０．０７０９９

０．０２１０９７

２８．３２０９９

７．９９３５７５

０．００５２５９

７．３１９１１３

５．０１２８９９

４．０１１３４１

０．００００

０．００００

０．０００１

R–squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin–Watson stat

０．２５８２４５

０．２４５８８２

１２９．７４００

２０１９８９６．

－７７１．４７１３

２．０７４３８５

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

３６３．８０４９

１４９．４０１３

１２．５９３０３

１２．６６１６２

２０．８８９２３

０．００００００

５）共分散はcov（p）disposal money numberで求めることができる。
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LWAGE

b2ˆ

ˆ ˆ ˆ

LWAGE＝（a＋b2）＋b1z

LWAGE＝a＋b1z

ˆˆ ˆ ˆ
（b2＜0を想定）�

z

有益である。

yearcons＝１７９．２８
（６．７６）

＋０．１２３
（４．９６）

disposal

＋２８．３６２
（３．６９）

number＋０．００９mo
（１．７１）

ney＋ e^１

AdjR２＝０．３７０ SER＝１１８．６１

yearcons＝１８６．２３
（７．０６）

＋０．１４２
（６．３４）

disposal

＋２６．７１
（３．４８）

number＋ e^２

AdjR２＝０．３６０ SER＝１１９．５６

yearcons＝２０７．２８
（７．３２）

＋４０．０７
（５．０１）

number

＋０．０２１
（４．０１）

money＋ e^３

AdjR２＝０．２４６ SER＝１２９．７４

このとき点予測については全ての説明変数を含

む回帰の場合、多重共線関係の影響は受けないの

で、点予測に用いることはできることが知られて

いることは前に述べたとおりである。

７ ダミー変数

ある条件を充たす場合を１、ある条件を充たさ

ない場合は０となるような変数をダミー変数

（Dummy Variable）という。たとえば女性であ

れば１、男性であれば０というのはその一例であ

る。更にあるグループを属性により３個以上に分

けてダミーを作ることもできる。たとえば勤務先

の従業員数により９９人以下、１００～４９９人、５００人

以上と区分すれば、３個のダミー変数を作ること

ができる。

（定数項ダミー）

日本の労働市場では男女間の賃金格差があるこ

とが指摘されている。これは他の条件を一定にし

て女性の賃金が男性よりも低いことを意味してい

る。具体的には以下のようなモデルで

lwagei＝a＋b１zi＋b２femalei＋ei ２．１８）

lwageは賃金の対数、 zは女性以外の説明変数，

femaleは女性の場合＝１、男性の場合＝０となる

ダミー変数。a，b１，b２は推計すべきパラメータ。

eiは誤差項

男女間の賃金格差仮説はb２＜０を想定している

ことになる。女性と男性についてダミー変数を用

図２．５ 定数項ダミーの効果
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いて書き分けると次のようになる。

lwagei＝（a＋b２）＋b１zi＋ei if female＝１ ２．１９）

lwagei＝a＋b１zi＋ei if female＝０ ２．２０）

２．１９）式と２．２０）式を比較すると定数項の部分

が異なることが分かる。他の説明変数に係るb１は

共通であるから、両式はb２の部分だけlwageの予

測値が異なるので、回帰直線はb２だけ平行にシフ

トする（図２．５参照）。

このように定数項の部分だけに影響するダミー

変数を定数項ダミー（intercept dummy variable）

という。なお男性（female＝０）と比べて女性の

賃金がどうなっているかを見るものであるので、

ダミー変数が０となるものを基準値あるいは既定

値（default）ということがある。

これをEviewsで実際に見てみよう。データは

「家計の金融資産選択（１９９６年）」である。

１ workfile a: labor u １１０９

２ smpl １―１１０９

３ read a: labor. dat lwage kigyou edu age

female

４ group group２１ lwage age female

５ group２１. stats

６ series age２＝age ２^

７ equation eq２_１． ls lwage c age age２

female

１行目で作業領域を設定している。２行目でサ

ンプル数が１１０９であることを指定している。その

変数がlwage（世帯主の収入、万円の対数値）、

kigyou（勤め先の従業員数ダミー、１＝４人以

下、２＝５―２９人、３＝３０―９９人、４＝１００―４９９

人５＝５００人以上）、edu（教育歴、１＝中卒、２

＝高卒、３＝短大卒、４＝大卒、６＝その他）、

age（年齢）、female（世帯主が女性＝１、男性＝

０）であることを指定している。

７行目でlwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋b３femalei

＋eiを推計するコマンドを指示している（方程式

の名前はeq２_１である）。

結果は表２．２に示す通りである。femaleの係数

は－０．３９である。t値は－７．５９であるから１％水

準で統計的に有意である。p値は０．００００であるか

らb３＝０の帰無仮説は、両側検定でも片側検定で

も、強く棄却されている。この結果では女性の賃

金は男性に比べて０．３９（対数値）低くなっており、

男女間の賃金格差仮説は支持される。

（複数のダミー変数）

定数項ダミーを２個以上作ることも可能である。

企業規模による賃金格差がいわれている。これは

大企業、中堅企業、中小企業の従業員の間で他の

表２．２ 定数項ダミーの例

Dependent Variable: LWAGE

Method: Least Squares

Included observations:１１０９

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

AGE

AGE２

FEMALE

４．３９８０６２

０．０７８３１７

－０．０００７４５

－０．３９１１４９

０．１８６１７７

０．００８６４４

９．６４E―０５

０．０５１５２１

２３．６２２９９

９．０６０２７８

－７．７２９２６０

－７．５９２１０３

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．１８８００８

０．１８５８０４

０．４４８８９０

２２２．６６０２

－６８３．３１５９

１．６４２５２６

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．２７５６８５

０．４９７４８０

１．２３９５２４

１．２５７５９８

８５．２８３６２

０．００００００
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条件を一定として賃金水準が異なることを意味し

ている。この様なケースでは大企業、中堅企業と

中小企業の３個のグループ間で違いがあるかどう

かが課題となる。それをダミー変数を用いること

により検証してみよう。

まず企業間の賃金格差をEviewsで推計してみ

よう。なお説明の便宜のためにここでも注釈行を

つける。

前回の論理演算子の所で説明したように、

series Ａ変数＝Ｂ変数＝ある条件

とすれば、B変数が条件を充たすとき、Ａ＝１

（充たさないときＡ＝０）という変数が作成され

た。これを利用する。企業規模は３個に区分され、

大企業、中堅企業と中小企業はそれぞれ５００人以

上、１００―４９９人と９９人以下の企業とする。９９人以

下の企業を基準値として推計してみよう。

８ ’１―４人企業ダミー

９ series emp１＝kigyou＝１

１０ ’５―２９人企業ダミー

１１ series emp５＝kigyou＝２

１２ ’３０―９９人企業ダミー

１３ series emp３０＝kigyou＝３

１４ ’１―９９人の企業ダミー

１５ series emp１３＝kigyou＜＝３

１６ ’１００―４９９人企業ダミー

１７ series emp１００＝kigyou＝４

１８ ’５００人以上企業ダミー

１９ series emp５００＝kigyou＝５

２０ ’記述統計量

２１ group group２２emp１ emp５ emp３０

emp１３emp１００emp５００

２２ group２２. stats

２３ ’lwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋b３femalei＋

b４emp５００i＋b５emp１００i＋eiを推計するコマ

ンド

２４ equation eq２_２. ls lwage c age age２

female emp５００emp１００

２４行は、２．１８）式にならうと以下のように書く

ことができる。

lwagei＝a＋bzi＋b４emp５００i＋b５emp１００i＋ei

２．２１）

従ってダミー変数の効果は以下のように表すこと

表２．３ 複数のダミーの例

Dependent Variable: LWAGE

Method: Least Squares

Sample: １ １１０９

Included observations:１１０９

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

AGE

AGE２

FEMALE

EMP１００

EMP５００

４．４０７６３５

０．０６８７４３

－０．０００６２２

－０．３２２２３８

０．１５１６１７

０．３４３２９９

０．１７５９３０

０．００８２２１

９．１８E―０５

０．０４９０５７

０．０３３６１９

０．０２９５９５

２５．０５３３４

８．３６２３１０

－６．７７１７２８

－６．５６８５７４

４．５０９９０７

１１．５９９７０

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

R―squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．２７６２９８

０．２７３０１７

０．４２４１６８

１９８．４４９９

－６１９．４８７２

１．６５７４９３

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．２７５６８５

０．４９７４８０

１．１２８０２０

１．１５５１３２

８４．２２１４７

０．００００００
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ができる。

lwagei＝（a＋b４）＋bzi＋ei emp５００

＝１，emp１００＝０のケース ２．２２）

lwagei＝（a＋b５）＋bzi＋ei emp１００

＝１，emp５００＝０のケース ２．２３）

lwagei＝a＋bzi＋ei emp５００＝０，emp１００

＝０のケース ２．２４）

このケースでは９９人以下の企業が基準となって

いるので、b４は５００人以上企業と９９人以下企業の

賃金格差、b５は１００‐４９９人企業と９９人以下企業の

勤労者の賃金格差を表している。

なおここでは９９人以下の企業ダミー（emp１３）

が取り上げられていない。これはこの変数も取り

入れた場合、各経済主体に取り

１＝emp５００i＋emp１００i＋emp１３i ２．２５）

となるので、完全な多重共線関係となり推計でき

ないからである。

推計結果は表２．３に示す通りである。emp１００

とemp５００の係数は正である。しかもt値は４．５１と

１１．６０でありいずれも１％水準で有意である。１００

―４９９人、あるいは５００人以上の企業に勤務する勤

労者の賃金は、９９人以下の企業に勤務する勤労者

の賃金よりそれぞれ０．１５，０．３４（対数値）高いこ

とが分かる。

（交差項、係数ダミー）

ダミー変数とダミー変数をかけた変数を考える

こともできる。あるいはダミー変数と他の連続変

数をかけることもできる。複数の変数をかけあわ

せた変数を交差項（interaction variable）という。

後者を特に係数ダミー（slope dummy variable）

ということがある。

たとえば女性ダミー＊５００人以上勤務ダミーとす

れば、それは女性でかつ５００人以上の企業に勤務

する人を指すダミーである（第１章のoldmanを

思い出してほしい）。

係数ダミーはそれに係る連続説明変数の傾きを

変えることになる。たとえば年功賃金といっても

女性の年功カーブと男性の年功カーブでは異なる

かもしれない（男女間の賃金格差は年齢と共に拡

大するということもしばしば言われている）。そ

こで次のような関数を考える。

lwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋c１（femalei＊agei）

＋c２（femalei＊age２i）＋dzi＋ei ２．２６）

男性であればfemale＝０であるから

lwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋dzi＋ei ２．２７）

となる。女性であればfemale＝１であるから

lwagei＝a＋（b１＋c１）agei＋（b２＋c２）age２i

＋dzi＋ei ２．２８）

となる。女性の年齢の効果は、ageについては（b１

＋c１）、age２については（b２＋c２）となるので、

その傾きは男性と比べてダミー変数の推定値であ

るc１、c２だけ異なることになる。

８ F検定と線形制約

８．１ ０制約の例

年功序列賃金制度が存在しないならば、年齢は

賃金に統計的に有意な影響を与えていないであろ

う。言い換えれば以下の式で

lwagei＝c＋a１agei＋a２age２i＋b１emp５００i

＋b２emp１００i＋b３femalei＋ei ２．２９）

a１＝a２＝０ ２．３０）

の制約が成立しているであろう（a１＝a２＝０のよ

うにある係数を０と置くことを０制約という）。

つまり次の帰無仮説が成立しているはずである

（このように２個以上の仮説を同時に検定するこ

とを複合仮説検定（joint hyothesis test）という）。

H０：a１＝a２＝０ ２．３１）

対立仮説は次のようである。

H１：H０ではない ２．３２）

（具体的にはa１≠０またはa２≠０の少なくとも一

方が成立する）。

この複合仮説を検定するとき、我々はF検定を

７８郵政研究所月報 １９９９．５



行う。帰無仮説が正しければ、次式が成立してい

るであろう。

lwagei＝c＋b１emp５００i＋b２emp１００i

＋b３femalei＋ei ２．３３）

制約のあるモデル（restricted model，ここで

は２．３３式）の残差平方和をRSSRとする。制約の

ないモデル（unrestricted model，ここでは２．２９

式）の残差平方和をRSSUとする。

RSSR≧RSSU ２．３４）

が必ず成立する（ageとage２がいずれもlwageと

完全に無相関であれば等号が成立し、何らかの相

関があれば不等号となる）。したがって帰無仮説

が正しければ（RSSR－RSSU）の値は小さくなる

であろう。逆に帰無仮説が間違っている（制約が

有効ではない）ときはこの値は大きくなるであろ

う。このとき次のF検定統計量 （F test statistic）

が導かれる。

F＝
（RSSR－RSSU）／r
RSSU／（n－k）

２．３５）

この値は自由度r、（n－k）のF分布に従うこと

が知られている（F,ｒ，ｎ－ｋと書く、２つの自由度

があるという点で正規分布やt分布とは異なる）。

なおrは帰無仮説にある制約の数、nはサンプル数、

kは制約のないモデルの係数の数。２．３４）よりF

≧０である。帰無仮説が正しければFの値は小さ

くなるであろう。逆に帰無仮説が間違っていると

きはF値は大きくなるであろう。

２．２９）式と２．３３）式を各々OLSで推計し、その

残差を用いて２．３５）式のF値を計算することがで

きる。なたこれをEviewsはコマンドで行うこと

ができる。読者は２４行の結果を表示してほしい。

View／Coeficient Tests／Redundant Variable―

Likelihood Ratioを選択し、画面に制約条件であ

る２個の説明変数age age２を記入し実行してほ

しい（図２．６、２．７参照）。

以下の結果を得るだろう（表２．４参照）

F値は９５．６である。有意水準５％（１％）で自

由度２，１１０３のF統計量は約３．００（約４．６１）である

図２．６
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から、a１＝a２＝０の帰無仮説は棄却される。帰無

仮説が正しいとして、９５．６より大きいF値が起る

p値は０．００００となっている（なお画面に表示され

るLog Likelihood Ratioの意味については後述す

る）。

なおゼロ制約の極端な場合が定数項以外の全て

の説明変数の係数が０であるという制約である

（モデルが説明力を全く持たないケース）。これ

もF検定で行うことができる。その値はEviewsは

自動的に計算し表示する（結果下欄のF―statistic

Prob （F―statistic）がこれに該当する。２．２９）

式においてa１＝a２＝b１＝b２＝b３＝０を検定すると表

２．３のケースではF―statistic ８４．２が該当する統

計量である。有意水準５％で自由度５，１１０３のF統

計量は約２．２１であるから、明らかに帰無仮説は棄

却される）。

８．２ 単独仮説検定と複合仮説検定

ところで個々の係数の統計的有意度については

t検定で行うことは説明した。複数の検定につい

ても、a１＝０，a２＝０とそれぞれ単独に行うことが

考えられるかもしれない（単独の仮説検定をindi-

vidual hypothesis testという）。しかしこの場合

は他の変数の影響を考慮していないので、その効

果が排除されていない。そのために多重共線関係

にあるときなどは誤った検定結果をもたらすこと

がある。その問題を回避するために、複合仮説の

検定はF検定によることになる。

図２．７ 画面選択の例

表２．４ ０制約のF検定の例（ageの係数＝age２の係数＝０）

Redundant Variables: AGE AGE２

F–statistic

Log likelihood ratio

９５．５９１３６

１７７．２６８８

Probability

Probability

０．００００００

０．００００００
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表２．５ 係数ダミーを入れた推計例と複合仮説検定、多重共線問題

Dependent Variable: LWAGE

Method: Least Squares

Sample: １ １１０９

Included observations:１１０９

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

AGE

AGE２

FAGE

FAGE２

FEMALE

EMP１００

EMP５００

４．２６７０７８

０．０７４４１８

－０．０００６７５

－０．０２２５６３

０．０００１４９

０．３２４５１６

０．１５１５３６

０．３４１３２２

０．１８９９０９

０．００８８３６

９．８１E―０５

０．０２５５４０

０．０００３０１

０．５０６５８８

０．０３３５７８

０．０２９５６８

２２．４６９０４

８．４２２１９７

－６．８７８０４３

－０．８８３４３５

０．４９５７６８

０．６４０５９２

４．５１２９３６

１１．５４３７５

０．００００

０．００００

０．００００

０．３７７２

０．６２０２

０．５２１９

０．００００

０．００００

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．２８１００５

０．２７６４３４

０．４２３１７０

１９７．１５８９

－６１５．８６８３

１．６６５７７３

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．２７５６８５

０．４９７４８０

１．１２５１０１

１．１６１２５０

６１．４７２１５

０．００００００

表２．６．１ fageの係数＝fage２の係数＝０のF検定

Redundant Variables: FAGE FAGE２

F―statistic

Log likelihood ratio

３．６０４５０６

７．２３７７２３

Probability

Probability

０．０２７５２２

０．０２６８１３

表２．６．２ fage２の係数＝０の検定と他の変数の推計値

Redundant Variables: FAGE２

F―statistic

Log likelihood ratio

０．２４５７８６

０．２４７５４４

Probability

Probability

０．６２０１５７

０．６１８８１０

FAGE

FEMALE

－０．０１００４２

０．０８６６３７

（係数）

０．００３８０４

０．１６２４３８

（標準偏差）

－２．６３９６９６

０．５３３３５４

（t値）

０．００８４

０．５９３９

（p値）

表２．６．３ fageの係数＝０の検定と他の変数の推計値

Redundant Variables: FAGE

F―statistic

Log likelihood ratio

０．７８０４５７

０．７８５８５０

Probability

Probability

０．３７７１９４

０．３７５３５８

FAGE２

FEMALE

－０．０００１１４

－０．１１５０３９

（係数）

４．４９E―０５

０．０９５２４６

（標準偏差）

－２．５３５７１２

－１．２０７８０９

（t値）

０．０１１４

０．２２７４

（p値）
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その例を２．２４）式の女性の年功の推計結果をも

とに示すことにしよう。

２５ ’係数ダミーの作成

２６ series fage＝age＊female

２７ series fage２＝age２＊female

２８ ’lwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋c１（femalei*

agei）＋c２（femalei*age２i）＋dzi＋eiを推計す

るコマンド

２９ equation eq２_３．ls lwage c age age２

fage fage２ female emp１００ emp５００

結果は表２．５に示す通りである。

fageのt値は－０．８８，fage２のt値は０．５である。

いずれも統計的に有意な結果は得られていない

（p値は０．３８と０．６２である）。そこでこの２つの

係数が同時にゼロという制約を置こう（age、age

２を除いて推計する）。

先ほど同様に読者は、View／Coeficient Tests

／Redundant Variable―Likelihood Ratioを選択し、

redundant variableとしてfage fage２を指定して

ほしい。表２．６．１の結果が得られるであろう。

F値は３．６０であるから５％水準でc１＝c２＝０の

帰無仮説は棄却されている（p値は０．０２８である）。

そこでfage,fage２の各１変数を除いた推計を次に

行おう。

再びView／Coeficient Tests／Redundant Vari-

able―Likelihood Ratioを選択し、fage（あるいは

fage２）を指定する（結果は表２．６．２と２．６．３参

照）。

一方だけを取り上げるケースではfageは１％水

準で、fage２は５％水準で有意である（しかし表

２．２では１％水準で有意であったfemaleはいずれ

も有意ではない）。female、fage、fage２の統計

的有意水準が説明変数の組み合わせにより大きく

変わっている。これは多重共線関係が起きている

ときの典型的な症例である。

このことは改めて２つの課題を示すものである。

一つは複合仮説検定（F検定）を行う必要がある

にもかかわらず、単独仮説検定（t検定）で替え

るときは結果を誤る可能性があるということであ

る。一つは多重共線関係にあるとき（あるいは多

重共線関係の存在が疑われるとき）は、その変数

毎の組み合わせた結果を報告しないと、解釈を誤

る可能性があるということである。

この表２．６．１から表２．６．３の結果はfemale、

fageとfage２の間に多重共線関係が起きているこ

とを示すものである。この様な場合個々の変数に

ついてt検定で判断を下すことが誤りであること

を示す具体例である。

９ 不要な変数を入れる場合、必要な変数を落と

す場合

真のモデルは必ずしも自明ではない。そこで

我々は様々な試行錯誤を行うことになる。その時

不必要な変数をモデルに入れたり（inclusion of an

irrelevant explanatory variable）、逆に必要な変

数を落とす（omission of a relevant explanatory

variable）ことがある。この様なケースを定式化

の誤り（mis―specification, specification error）

という。不要な変数を入れる場合を過剰定式化、

必要な変数を落とす場合を過小定式化という。こ

の問題について考えてみよう。

yi＝a＋b１x１i＋e２i ２．３６）

yi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋e１i ２．３７）

２．３６）式のb１の推定量を b^１とし、２．３７）式のb１の

推定量をb
�

１とする。第１章の１．１２）式と１．３６）式

から b^１とb
�

１は以下のように求められる。

b^１＝
Σ（x１i－x１）Σ（yi－y）

Σ（x１i－x１）２
＝
Σ（x１i－x１）yi
Σ（x１i－x１）２

２．３８）

b
�

１＝
Σ（x２i－x２）（x２i－x２）Σ（x１i－x１）（yi－y）－Σ（x１i－x１）（x２i－x２）Σ（x２i－x２）（yi－y）

Σ（x１i－x１）（x１i－x１）Σ（x２i－x２）（x２i－x２）－［Σ（x１i－x１）（x２i－x２）２］
２．３９）

（過小定式化の問題）

２．３７）式が真のモデルであるにも関わらず、
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２．３６）式を推計したとする（過小定式化）。すな

わちx２がyに有意に影響するにも関わらず（b２≠

０）、その変数を落としたとしよう。２．３７）式の

yiを２．３８）式に代入すると

b^１＝
Σ（x１i－x１）（a＋b１x１i＋b２x２i＋e１i）

Σ（x１i－x１）２

＝
b１Σ（x１i－x１）２＋b２Σ（x１i－x１）x２i＋Σ（x１i－x１）e１i

Σ（x１i－x１）２

＝b１＋
b２Σ（x１i－x１）x２i
Σ（x１i－x１）２

＋
Σ（x１i－x１）e１i
Σ（x１i－x１）２

２．４０）

２．４０）式の右辺第３項の期待値は仮定により０

となる。E^（b１）＝b１となるためには第２項の期待

値が０となる必要がある。すなわちこの条件を充

たすのは

Σ（x１i－x１）x２i
Σ（x１i－x１）２

＝
Σ（x１i－x１）（x２i－x２）
Σ（x１i－x１）２

＝
Cov（x１，x２）
V（x１）

＝０ ２．４１）

のときのみである。２．４１）式からCov（x１，x２）＝０

でなければ、 b^１はバイアスを持ちかつ一致性も

ない。一般的に言ってモデルにとり重要な説明変

数を落としてしまうと、最小二乗法の推定量は不

偏性と一致性を持たない。

このバイアスはb２の符号と、落とした変数と他

の説明変数の共分散（相関）の正負に依存して定

まる。たとえばb２＞０かつ相関が正であれば正の

バイアスを持ち（過大評価）、またb２＜０かつ相

関が正であれば負のバイアスを持つ（過小評価）。

過少定式化の場合２．３６）式の誤差項はe２i＝b２x２i＋

e１iとなる。e１iが標準的線形回帰モデルの仮定を充

たすのであれば、E（e２i）＝b２x２≠０である。すな

わち過小定式化ではこれは充たされないので、e２i

は標準的線形回帰モデルの仮定A１を充たさない

ことになる。

（過剰定式化）

次に不要な変数を含んだ場合を考えてみる。

真のモデルが２．３６）式であるにもかかわらず、

２．３７）式を推計したときの問題である。２．３６）式

のyiを２．３９）式に代入し整理すると

b１＝b１＋
＋Σ（x２i－x２）（x２i－x２）Σ（x１i－x１）e１i－Σ（x１i－x１）（x２i－x２）Σ（x２i－x２）e１i
Σ（x１i－x１）（x１i－x１）Σ（x２i－x２）（x２i－x２）－［Σ（x１i－x１）（x２i－x２）２］

２．４２）

となる。仮定によりE（Σ（x１i－x１）e１i）＝０、E（Σ

（x２i－x２）e１i）＝０であるから、２．４２）式は

E（b１）＝b１ ２．４３）

となるので、b
�

１は不偏推定量である。また一致推

定量でもある。

ただし分散は２．３６）式では

V（ b^１）＝
σ２

Σ（x１i－x１）（x１i－x１）
であるが、２．３７）

式では

V（b
�

１）＝
σ２

（１－rx１x２２ ）Σ（x１i－x１）（x１i－x１）
２．４４）

である。rx１x２はx１とx２の相関係数である。０≦rx１x２２

≦１であるから、x１とx２が無相関でない限り、V

（b
�

１）＞V（ b^１）となり、得られた分散の推定量は分

散の最も小さい有効推定量ではない。このことは

前に真のモデルが標準的線形回帰モデルの仮定を

充たす場合、最小二乗法の推定量は最良線形不偏

推定量（BLUE）という結果からも示される。そ

のために過剰定式化したモデルを利用して仮説検

定を行えば、H０：b１＝０の帰無仮説を棄却しにく

い（受容する）バイアスがかかることとなる。

（より一般的なモデルからより特定化されたモデ

ルへ）

過小定式化の場合は得られた推計は一致性も不

偏性もないので、その結果は全く用いることはで

きない。これに対し過剰定式化の場合は有効性は

ないが不偏性と一致性は保たれている。また不要

な変数かどうかはt検定やF検定により、ある程

度検証が可能である。それから考えれば、変数選

択に迷ったときはその変数を入れる方が、致命的

な誤りを避けるという意味でより望ましいといえ
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よう。すなわちできるだけ制約のないモデルから

出発し、不要な変数を順次除いていくことが望ま

しい。言い換えればより一般的なモデルから特定

化されたモデルへ（general―to―specific）へ進む

ことが妥当である６）。

参考文献

仮説の検定の基礎的な考え方を紹介するものとしては、t分布やF文頭の各種分布の性質や導出を含め

て

浅子・加納［１９９８］『入門経済統計学』（前出）の第５―８章

２．１ Kmenta. J［１９８６］Elements of Econometrics: Michigan University

のch５が分かりやすい。

ダミー変数や多重共線関係については

Maddala. G.S［１９９２］Introduction To Econometrics（前出）のCh７―８が詳しい。

６）fage,fage２を入れるケースはgeneralなケースと言えよう。この問題については後に時系列分析で更に触れることにする。
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第１１回 郵政研究所 研究発表会の開催

郵政研究所は、調査研究の成果を広く部内外ヘ発表するとともに、部外研究者との意見交換を行うため、次の

とおり研究発表会の開催を予定しております。

研究発表会第 1部

日 時：平成１１年６月２日（水） １３：００～１７：４５

会 場：郵政省講堂（１１階）

特別講演：黒田 昌裕（慶応義塾大学商学部教授）

研究発表：

※研究発表会１部の開催に併せて、附属資料館より郵便局等の地域文化活動支援のための「逓博パネル」の展示

を予定しております。（郵政省 10 階 A･B会議室）

研究発表会第２部

日 時：平成１１年６月４日（金）

会 場：郵政省飯倉分館（郵政研究所）

研究発表：

�1ダイレクトメールの利用動向
高橋靖広／第一経営経済研究部長
�2最近における郵便事業の技術開発の動向
飯田 清／技術開発研究センター長
�3終りの始りか、それとも始りの終りか
松浦克己／特別研究官
�4個人金融市場の展望
鵜瀞由己／第二経営経済研究部長

�5最近の経済動向
小林清志／第三経営経済研究部長
�6 TV 電話による地域情報化に関する調査研究
勝野成治／通信経済研究部長
�7知的資産管理の現状と展望について
森下浩行／情報通信システム研究室長

郵政省飯倉分館５階Ａ会議室

技術開発セッション

�1大型郵便物の局内処理システムの効率化に関する研究
神山貞弘／技術開発研究センター
�2記録扱い郵便物処理システムの効率化に関する研究
岩間 司／技術開発研究センター
�3郵便の区分・輸送ネットワークに関する研究
田村佳章／技術開発研究センター
�4窓口端末、自動引受機等の操作の省力化に関する研究
三田彰子／技術開発研究センター
�5諸外国における郵便技術の動向調査
白江久純／技術開発研究センター
�6電気通信技術の郵便への応用に関する研究
鈴木こおじ／技術開発研究センター
�7郵便物未記載郵便物 VCS検索効率のための調査研究
権田 努／技術開発研究センター
�8郵便処理の効率化に関する要素技術の研究
高橋正人／技術開発研究センター

郵便・物流セッション

�1郵便局の配局配置に関する調査研究
佐野貴子／第一経営経済研究部
�2流通市場における物的流通の動向に関する調査研究
春日教測／第一経営経済研究部
�3郵便の利用構造に関する調査研究
沼田吾郎／第一経営経済研究部
�4郵便利用の地域特性に関する調査研究

小原 宏／第一経営経済研究部

郵政研究所第１・２会議室

金融・経済セッション

�1金融システム不安対策に関する調査研究
小塚健一／第三経営経済研究部
�2中期的（３～５年）経済・金融見通しに関する調査研究
池田琢磨／第三経営経済研究部
�3アジア諸国の金融・経済情勢に関する調査研究
奥井俊二／第三経営経済研究部
�4派生証券市場が原資産市場に与える影響の分析
古家潤子／第二経営経済研究部
�5公的金融に関する調査研究
山中 勉／第二経営経済研究部
�6民間金融に関する調査研究
奥井めぐみ／第二経営経済研究部
�7家計の金融資産選択に関する調査研究
甲野貴嗣／第二経営経済研究部

郵政文化セッション

東海道における通信と交通に関する調査研究
井上卓朗／附属資料館

郵政省飯倉分館５階Ｂ・Ｃ会議室

情報通信セッション

�1有線テレビジョン放送事業者の経営状況に関する分析
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実積寿也／通信経済研究部
�2情報通信技術のクロスライセンス契約に関する経済分析
和田哲夫／通信経済研究部
�3インターネットコンテストの統計手法開発に関する調査
研究
宮沢 浩／通信経済研究部
�4 情報化と賃金格差に関する調査研究
清水方子／通信経済研究部
�5公共放送の受信料制度の日韓比較
ソン・キソプ／通信経済研究部

�6今後の電子メディアの知的財産権の在り方に関する調査
研究
杉原芳正／情報通信システム研究室
�7電子メールの利用に関する調査研究
小笠原盛浩／情報通信システム研究室
�8知的資産管理の現状と今後の展望に関する調査研究
美濃谷晋一／情報通信システム研究室
�9障害者、高齢者に優しい情報通信の在り方に関する調査
研究
進藤文夫／情報通信システム研究室

お問い合わせ先：郵政研究所 研究交流課 （TEL ０３―３２２４―７３８０）
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